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令和7年度都道府県単位保険料率について
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機籟性1

標記について、健康保険法(大正Ⅱ年法律第70号)第 160条第1項の規定に基づき、

都道府県単位保険料率の変更がある都道府県について、以下のとおりとする。

令和7年度都道府県単位保険料率について(案)
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機密性1

(参考)令和7年度都道府県単位保険料率の令和6年度からの変化
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機密性1

医療給付費に

ついての訊整後の

保険料率

(a十b)

令和7年度都道府県単位保険料率の算定について
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機密性1

都道府県単位保険料率では、年齢構成の高い県ほど医療費が高く、保険料率が高くなる。また、所得水準の低い
県ほど、同じ医療費でも保険料率が高くなる。このため、都道府県間で次のような年齢調整中后暑調整を行う。

協会けんぽの都道府県単位保険料率の設定のイメージ

地:地域差

^:年齢差

^,耐昇差

調整前の保険料率と全国一律の
保険料率の差を3つの要素に分
解し、その内の年齢差゛尉尋差に
該当する保険料率を取り除く(年
齢調整゛斤1尋調整X※1、2)。

都道府県単位保険料率:年齢構成が高く、所得水準の低いA県の例

A県

一̂

(※1)年齢構成割合の差「(A県)、け寄会平均)」に協会平均の1人当たり給付費等を乗
じた額に対応する保険料率が、年齢差による上昇分となる。その上昇分を調整前
の保険料率から引き、年齢差による影響を取り除くことを、年齢調整という。

(※2) 1人当たり所得の差「(協会平均)・(A県)」に協会総計の給付費等を乗じた額に
対応する保険料率が、所得差による上昇分となる。その上昇分を調整前の保険料
率から引き、所得差による影響を取り除くことを、所得調整という。

(※3)災害等特殊事情についても、適切な調整を行う。

年齢調整゛耐昇調整
の結果、都道府県ご
との保険料率は、医
療費の地域差を反映
した保険料率となる。 ノ
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機密性1

年齢構咸中斤1尋水準の高低に応じて、年齢差中后尋差に係る料率の正負が定まる。年齢差中后昇差に係る料率と絶
対値が同じで正負が異なる値を調整前の保険料率に加える(年齢調整゛斤1昇調整)ことで、調整前の保険料率に内
在する年齢構成゛斤1号水準による不均衡が取り除かれる。

支部間の不均衡を是正するための年齢調整中耐与調整のイメージ

地:地域差

■:年齢差
^炉后尋差
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A県:年齢構成が高く、所得水準が低い

B県:年齢構成が低く、所得水準が低い

C県:年齢構成が低く、所得水準が高い

D県;年齢構成が高く、所得水準が高い
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※下図では、年齢階級別の1人当たり医療費が全国平均と比較して高い
場合をイメージしている(地域差+、黄色矢印部分)。いずれの支部も、
地域差の正負によらず、上記4パターンのいずれかに該当する。

、'r -','戸:.ー、

■

A県

青森
秋田
鹿児島
など

■●■

,●■、●

■■亜

年齢差十、所得差+

年齢差一、所得差+

年齢差一、所得差一

年齢差+、所得差一

■叫■

゛,.'.....゛■.ノ."'●.,"

...

地

圃

B県

年齢差゛斯号差に係る料率の正負のパターン

岡山
福岡
沖縄
など

,■、,一■,

'

,'.,

年齢調整゛斤1尋調整
の結果、都道府県ご
との保険料率は、医

療費の地域差を反映
した保険料率となる。

C県

東京
愛知
大阪

など

^

^

D県

埼玉
千葉
神奈川
など

6

ー」戸

■
、
+
●
一
■
■
、
■
■
■
■
■
■
■

1
}
地
一

国
一
律
の
保
険
料
率

全
国
一
律
の
保
険
料
率

調
整
後
の
保
険
料
率

■
■
.
」
■
.
弔

冒
●
■
■
:
■

■
■
:
.
 
1
 
■
:
■
■
一
一
■
■
■
■
一
■

譲
:
"
:
全
国

調
整
前
の
保
険
料
率

一
律
の
保
険
料
率

一

'
, 一

,司

一

地

,
.
■
.
■
:
■
■
■
,
■
■
■
:
■
.
■
■

全

一

国
一
律
の
保
険
料
率

■

調
整
前
の
保
険
料
率

国
一
律
の
保
険
料
率

調
整
前
の
保
険
料
率

'

調
整
前
の
保
険
料
率



0 協会のインセンティブ制度は、事業主及び加入者の行動変容を促すことにより、加入者が自ら予防・健康づくりに取畔且むことで
健康度の向上を図り、将来の医療費の適正化1こも資するよう、保健事業の指標忙おける支部間の実績の均てん化及ぴ全体の底
上けを図ることを目的とする。
0 全支部の後期高齢者支援金に係る保険料率の中に、インセンティブ制度の財源となる保険料率(0,01ツ0)を設定するととも
に、支音Bごとの加入者及び事業主の行動等を評価し、その結果、上位15支部にっいては、報奨金によるインセンティブを付与。

1評価指標・2評価指標ごとの重み付け
圏特定健診.特定保健指導の実施率、速やかに受診を要する者の医療機関受診割合、後発医薬品の使用割合などの
評価指標に基づき、支部ごとの実績を評価する。

■評価方法は偏差値方式とし、指標ごとの素点(50~80)を合計したものを支部の総得点とし、全支部をランキング付
けする。

3 支部ごとのインセンティブの効かせ方
■保険料率の算定にあたり、全支部の後期高齢者支援金に係る保険料率の中に、インセンティブ分保険料率として
0.01%(※)を盛り込んでいる。
(※)協会けんぽ各支部の実績は一定の範囲内に収斂している中で、新たな財源捻出の必要性から負担を求めるものであるため、保険料
率への影響を生じさせる範囲内で、加入者・事業主への納得感に十分配慮する観点から設定。

■その上で、評価指標に基づき全支部をランキング付けし、上位15支部にっいては、支部ごとの得点数に応じた報奨金に
よって段階的な保険料率の引下けを行う。

【③支部ごとのインセンティブの効かせ方1【①評価1副票②評価指標ごとの重み付け】

インセンティフ制度の概要

指標1特定健診等の実施率
【評価割合】実施率:5096 実施牢の対前年度上昇幅;25%実施件数の対前年度上昇牢乏546

指標2特定保健指導の実施率
【評価割合】実施牢占0叱実施率の対前年度上昇幅15物実施件数の対前年度上昇率:25%

指標3特定保健指導対象者の減少率
【評価毎合】減少牢:100略

指標4医療機関への受診勧奨基準において速やかに受診を要する者の医療機関受診率
【評価割合】受診牢:50%受診率の対前年度上昇幅:50貼

指標5後発医薬品の使用割合
【評価割合1 使用割合:50牝使用割合の対前年度上昇幅;50叱

評価指標

国"」・.Ξ

合計

配点

7

70

70

80

<下位>

0

50

50

320

インセンティブ分保険料率
(0.019、0)

支音にとのランキング1
上、 15支音 3 の1支音

<上位>

を減対

インセンティフ
倖畏奨金)



2.16%

2.15%

2,14%

2.13%

令和5年度実績(4月~3月速報値)のデータを用いたil

2.12%

2.11%2.128%
2.10%

2.09%

2,08%

2.07%

2.06%

2.05%

204%

2.03%

2.02%

2.01%

2.00%

1.99%

1.98%

1.97%

1.96%

1.95%

1,94%

1.93%

1.92%

1.91%

1.90%

1.89%

1.88%
1.87%

1.86%

1.85%

1.84%

1.83%
1.82%

1.81%
1.80%

0.01

【令和5年度実績評価・才令和7年度保険料率へ反映した場合の試算】

(※2)

(※1)

櫛"埒咋郎郎和0"・題泌惑*"郵"鉦一腰.〕
令和7年度俣険料率の算出に必要となる令和7年度総報酬額等の見込み額が現時点で未確定であるため、

圏翁減算分 仁三コ減算後 ^全国平均(=加減算前)

高埼
知玉

※1 令和7年度保険料率における1髪期高畿者支援金相当の保険料率は、令和7年度の後期高齢者支援金及び総報酬額の見込み額を基に算出するが、現時点で1ネ未確定であるため、令和5任度決算における後期高齢者支援
金相当の保険料率(2.128qo)で仮置きしている。

※2 令和7年度保険料率に加算されるインセ^イプ保険料率は、令ネロ5年度の総報酬額に0.01肌を乗じた額を令浮口7年度の総報酬額の見込み額で除することにょり算出する。
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宮愛滋香
城媛賀川

加算率0.01

資料3

岩東佐福静栃石福広長
手京賀井岡木川岡島崎

2,128%
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機密t

都道府県単位保険料率(激変緩和、インセンティブ及び精算反映後)の推移

都道府県単位保険料率の標準偏差は、ここ数年は同水準で推移している。
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注"激変緩和、インセンティブ及び精算反映徳の保険料率。

2)「平均」は47支部の単純平均であり、全国平均(割含報酬による加重平均)とは異なる。

^平均一標準偏差

.,

平均

標準偏差

最高料率

最高料率一最低料率

※標準偏差とは、平均値からのぱらっき具合を測る指標。値が大きくなるほど、ぱらっきは大きい。

最低料率

H28

. 、

134

10.00

0.101

H29

.,

1033

4,

10.02

゛,

0.147

9.44979

H30

.,

10.47

10.02

0.54

9

0.174

969

R01

R03

10.61

10.02

゛,

0.78

4,

0209

9.63

R02

1075

10.02

098

R04

0238

R03

963

1073

10.01

1.12

R05

0248

9.58

R04

10.68

10.05

1.15

0303

9.50

R05

R06

11.00

1.18

996

0250

9.51

R06

1051

R07

1.49

9.95

0250

R07

933

年度

10.42

10.00

1.18

0263

935

10.78

107



機密性1

都道府県単位保険料率(激変緩和、インセンティブ及び精算反映前)の推移

激変緩和、インセンティブ及び精算を反映する前の都道府県単位保険料率は、医療費の地域差のみが反映された料率となる。比較すると、標準
偏差及び最高料率と最低料率の差は10年問同水準で推移している。
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注1)激変緩和、インセンティブ及び精算反映前の保険料率。
2)「平均」は47支部の単純平均であり、全国平均(総報酬による加重平均)とは異なる。

^平均一標準偏差
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最高料率一最低料率

※標準偏差とは、平均値からのぱらっき具合を測る指標。値が大きくなるほど、ぱらつきは大きい。
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